
法律第二号（令七・一・八） 

  ◎政治資金規正法等の一部を改正する法律 

 （政治資金規正法の一部改正） 

第一条 政治資金規正法（昭和二十三年法律第百九十四号）の一部を次のように改正する。 

  第九条第一項第一号ヘ中「並びに当該」を「、当該」に改め、「及び年月日」の下に

「並びに当該対価の支払をした者が第二十二条の八第四項において準用する第二十二条

の五第一項本文に規定する者であつて同項ただし書に規定するものであるときはその

旨」を加える。 

  第十二条第一項第一号ト中「並びに当該」を「、当該」に改め、「年月日」の下に

「並びに当該対価の支払をした者が第二十二条の八第四項において準用する第二十二条

の五第一項本文に規定する者であつて同項ただし書に規定するものであるときはその

旨」を加える。 

  第十四条の見出し中「添付」の下に「等」を加え、同条に次の一項を加える。 

 ３ 政党又は政治資金団体の会計責任者は、第十二条第一項の規定による報告書の提出

及び第一項の規定による書面の添付については、情報通信技術を活用した行政の推進

等に関する法律（平成十四年法律第百五十一号）第六条第一項の規定により同項に規

定する電子情報処理組織を使用する方法（以下単に「電子情報処理組織を使用する方

法」という。）により行うものとする。 

  第十六条第二項中「第二十二条の五第二項」の下に「（第二十二条の八第四項におい

て準用する場合を含む。）」を加える。 

  第十八条の二第一項中「、第十六条第二項」を削り、同条第二項中「「第十八条の二

第四項」と」の下に「、同条第二項中「第二十二条の五第二項（第二十二条の八第四項

において準用する場合を含む。）」とあるのは「第二十二条の八第四項において準用す

る第二十二条の五第二項」と」を加える。 

  第十九条の十五中「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成十四年

法律第百五十一号）第六条第一項の規定により同項に規定する」を削る。 

  第二十条第三項中「いう」の下に「。第五項において同じ」を加え、同条に次の三項

を加える。 

 ５ 第一項の場合において、総務大臣は、総務省令で定めるところにより、第十四条第

三項又は第十九条の十五の規定により電子情報処理組織を使用する方法により総務大

臣又は都道府県の選挙管理委員会に提出された第十二条第一項又は第十七条第一項の

規定による報告書に係るデータベース（当該報告書に記載された事項（個人寄附者等

に係る事項として総務省令で定める事項を除く。）に関する情報の集合物であつて、

それらの情報を電子計算機を用いて取得し、かつ、検索することができるように体系

的に構成したものをいう。以下この条及び第二十条の三第三項において同じ。）を整

備し、当該データベースをインターネットを通じて一般の利用に供しなければならな



い。 

 ６ データベースにおける第十二条第一項又は第十七条第一項の規定による報告書に記

載された事項に関する情報の提供は、第一項後段の規定により同項後段の日までに公

表される第十二条第一項の規定による報告書に係る情報にあつては当該日の属する年

の十二月三十一日までに、当該報告書以外の同項又は第十七条第一項の規定による報

告書に係る情報にあつては第一項の規定により当該報告書が公表された日以後遅滞な

く、それぞれ開始するものとし、同項の規定によりこれらの報告書が公表された日以

後三年を経過する日までの間、継続して行うものとする。 

 ７ 都道府県の選挙管理委員会は、総務大臣の求めに応じ、第五項の規定によるデータ

ベースの整備のために必要な事項を通知しなければならない。 

  第二十条の三第三項中「第一項」の下に「又は第三項」を、「収支報告書等」の下に

「又は第二十条第七項の規定により通知した事項」を加え、同項を同条第五項とし、同

条第二項の次に次の二項を加える。 

 ３ データベースに係る第十二条第一項又は第十七条第一項の規定による報告書に記載

された事項に関する情報で第二十条第六項の規定により提供が開始される前のものに

係る行政機関の保有する情報の公開に関する法律第三条の規定による開示の請求があ

つた場合においては、当該報告書に記載された事項に関する情報の提供が開始される

日前は同法第九条第一項の決定を行わない。 

 ４ 前項に規定する開示の請求があつた場合における行政機関の保有する情報の公開に

関する法律の規定の適用については、同法第十条第一項中「開示請求があった日から

三十日以内」とあるのは「政治資金規正法（昭和二十三年法律第百九十四号）第二十

条第六項の規定により同条第五項のデータベースにおける同法第十二条第一項又は第

十七条第一項の規定による報告書（次条において単に「報告書」という。）に記載さ

れた事項に関する情報の提供が開始された日から同日後三十日を経過する日までの

間」と、同法第十一条中「開示請求があった日から六十日以内」とあるのは「政治資

金規正法第二十条第六項の規定により同条第五項のデータベースにおける報告書に記

載された事項に関する情報の提供が開始された日から同日後六十日を経過する日まで

の間」とする。 

  第二十二条の五第一項中「もの）」の下に「（以下この条及び第二十二条の八第六項

において「外国人等」という。）」を加え、「すべて」を「全て」に改め、同条第二項

中「前項本文に規定する者」を「外国人等」に、「同項ただし書に規定するものは」を

「前項ただし書に規定する者であるもの（以下この項及び次項において「特例上場日本

法人」という。）は」に、「同項本文に規定する者であつて同項ただし書に規定するも

の」を「特例上場日本法人」に改め、同条に次の一項を加える。 

 ３ 外国人等（特例上場日本法人を除く。以下同じ。）は、外国人等であること又は特

例上場日本法人でないことについて、これを偽つて政治活動に関する寄附をしてはな



らない。 

  第二十二条の八第四項中「第二十二条の六第一項及び」を「第二十二条の五、第二十

二条の六第一項及び」に改め、「おいて」の下に「、第二十二条の五第一項本文中「政

治活動に関する寄附」とあり、同項ただし書中「寄附」とあり、及び同条第二項中「政

治活動に関する寄附」とあるのは「政治資金パーティーの対価の支払」と、同項中「当

該寄附」とあるのは「当該対価の支払」と、同条第三項中「政治活動に関する寄附」と

あるのは「政治資金パーティーの対価の支払」と」を加え、同条に次の一項を加える。 

 ６ 政治資金パーティーを開催する者は、当該政治資金パーティーの対価の支払を受け

ようとするときは、あらかじめ、当該対価の支払をする者に対し、外国人等から政治

資金パーティーの対価の支払を受けることができない旨を書面により告知するものと

する。 

  第三十二条の二中「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律第六条第一項

の規定により同項に規定する」を削る。 

  第三十三条の二第一項第一号中「第二十条、」を「第二十条第一項から第四項まで及

び第七項、」に改める。 

 （政治資金規正法の一部を改正する法律の一部改正） 

第二条 政治資金規正法の一部を改正する法律（令和六年法律第六十四号）の一部を次の

ように改正する。 

  附則第一条第一号中「から第三項まで」を削る。 

  附則第五条第四項中「及び第四項」を「、第四項及び第六項」に改め、「「報告書」

とあるのは「住所限定報告書」と」の下に「、同条第六項中「当該報告書が」とあるの

は「当該報告書に係る住所限定報告書が」と、「これらの報告書」とあるのは「これら

の報告書に係る住所限定報告書」と」を加える。 

  附則第十三条を次のように改める。 

 第十三条 削除 

  附則第十五条を次のように改める。 

 第十五条 削除 

  附則第十六条第一項を削り、同条第二項中「（次項において「寄附金控除の特例等」

という。）」を削り、同項を同条第一項とし、同条第三項を削り、同条第四項中「前三

項」を「前項」に改め、同項を同条第二項とする。 

 （租税特別措置法の一部改正） 

第三条 租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）の一部を次のように改正する。 

  第四十一条の十八第一項中「なるもの及び」を「なるもの、」に改め、「認められる

もの」の下に「及び公職の候補者（同法第三条第四項に規定する公職の候補者をい

う。）が特定政党支部（同条第二項に規定する政党の支部で公職選挙法（昭和二十五年

法律第百号）第十二条に規定する選挙区の区域又は選挙の行われる区域を単位として設



けられるもののうちその代表者が当該公職の候補者であるものをいう。）に対してする

もの」を加え、「（昭和二十五年法律第百号）第八十六条から」を「第八十六条から」

に、「第四号ロの」を「同号ロの」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、令和九年一月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

 一 第二条の規定並びに附則第九条及び第十条の規定 公布の日 

 二 第三条の規定並びに附則第五条、第七条及び第八条の規定 令和八年一月一日 

 （会計帳簿の記載等に関する経過措置） 

第二条 第一条の規定による改正後の政治資金規正法（以下「新政治資金規正法」とい

う。）第九条第一項第一号ヘ及び第十二条第一項第一号ト（新政治資金規正法第十七条

第一項の規定によりその例によることとされる場合を含む。）の規定は、この法律の施

行の日（以下「施行日」という。）以後に開催される政治資金パーティー（新政治資金

規正法第八条の二に規定する政治資金パーティーをいう。以下この条及び附則第四条に

おいて同じ。）の対価に係る収入（新政治資金規正法第四条第一項に規定する収入をい

う。以下この条において同じ。）で施行日以後に収受されるものについて適用し、施行

日前に開催された政治資金パーティーの対価に係る収入及び施行日以後に開催される政

治資金パーティーの対価に係る収入で施行日前に収受されたものについては、なお従前

の例による。 

 （データベースの整備等に関する経過措置） 

第三条 新政治資金規正法第二十条第五項から第七項までの規定は、新政治資金規正法第

十二条第一項の規定による報告書にあっては施行日以後に提出すべき期間が開始する当

該報告書に記載された事項に関する情報について、新政治資金規正法第十七条第一項の

規定による報告書にあっては施行日から起算して一年が経過した日以後に提出すべき事

由が生じた場合における当該報告書に記載された事項に関する情報について適用する。

この場合において、令和十年三月三十一日までの間に新政治資金規正法第二十条第一項

の規定により公表された新政治資金規正法第十二条第一項又は第十七条第一項の規定に

よる報告書に係る新政治資金規正法第二十条第六項の規定の適用については、同項中

「当該日の属する年の十二月三十一日」とあるのは「令和十年四月一日」と、「第一項

の規定により当該報告書が公表された日」とあるのは「同日」と、「同項の」とあるの

は「第一項の」とする。 

 （政治資金パーティーの対価の支払に関する経過措置） 

第四条 新政治資金規正法第二十二条の八第四項において準用する新政治資金規正法第二

十二条の五の規定及び新政治資金規正法第二十二条の八第六項の規定は、施行日以後に

開催される政治資金パーティーに係る対価の支払で、施行日以後に支払を受け又は支払



をするものについて適用する。 

 （租税特別措置法の一部改正に伴う経過措置） 

第五条 第三条の規定による改正後の租税特別措置法第四十一条の十八第一項及び第二項

の規定は、個人が附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日以後に支出する同法第四十

一条の十八第一項に規定する政治活動に関する寄附に係る支出金について適用し、個人

が同日前に支出した第三条の規定による改正前の租税特別措置法第四十一条の十八第一

項に規定する政治活動に関する寄附に係る支出金については、なお従前の例による。 

 （地方自治法の一部改正） 

第六条 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）の一部を次のように改正する。 

  別表第一政治資金規正法（昭和二十三年法律第百九十四号）の項第一号イ中「第二十

条、」を「第二十条第一項から第四項まで及び第七項、」に改める。 

 （政治資金規正法の一部改正） 

第七条 政治資金規正法の一部を次のように改正する。 

  第十七条第四項中「から第十四条まで」を「及び第十四条」に改める。 

  第十八条第一項中「、第十三条の二（前条第四項において準用する場合を含む。）」

を削る。 

  第十八条の二第一項中「、第十三条の二」を削る。 

  第二十五条第一項第二号中「、第十三条の二第二項」を削る。 

 （政治資金規正法の一部を改正する法律の一部改正） 

第八条 政治資金規正法の一部を改正する法律の一部を次のように改正する。 

  附則第三条第一項中「、第十三条の二第二項、同条第四項において読み替えて適用す

る第十二条第一項」を削る。 

  附則第十三条から第十五条までを次のように改める。 

 第十三条から第十五条まで 削除 

 （政令への委任） 

第九条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で

定める。 

 （政党交付金の交付停止等に関する法制上の措置） 

第十条 政党助成法（平成六年法律第五号）第三条第一項の規定による政党交付金の交付

の決定を受けている政党に基準日に所属する衆議院議員又は参議院議員が政治資金又は

選挙に関する犯罪に係る事件に関し起訴された場合に、当該政党に対して交付すべき政

党交付金のうちその起訴された衆議院議員又は参議院議員に係る議員数割（同条第二項

に規定する議員数割をいう。）の額に相当する額の政党交付金の交付を停止し、当該衆

議院議員又は参議院議員が当該事件に関し刑に処せられたときは当該額の政党交付金の

交付をしないこととする制度を設けるものとし、このために必要な法制上の措置につい

て、附則第一条第一号に掲げる規定の施行の日後一年以内を目途として講ずるものとす



る。 

（総務・財務大臣臨時代理・内閣総理大臣署名） 


